中小企業第二創業等促進事業補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　公益財団法人にいがた産業創造機構（以下「ＮＩＣＯ」という｡)は、県内経済の活性化に必要な県内中小企業者の第二創業等の促進に向けた設備投資、業容拡大等に対する投資を促進するため、ＮＩＣＯが造成する基金の範囲内において、中小企業者が社債発行に伴い負担する新潟県信用保証協会（以下「保証協会」という｡)の信用保証料の一部を補助するものとし、その交付に関しては、この要綱の定めるところによる。

（補助対象者）

第２条　補助金の交付対象者は、県内に投資効果が発揮される次の各号のいずれかの事業計画を実施するため、保証協会の中小企業特定社債保証（以下「対象保証」という｡）を利用し事業資金（土地取得資金を除く｡)を調達する者とする。
（1）設備導入
（2）事業所新設又は増改築
（3）売上高の増加又は新たな雇用の創出等業容の拡大
（4）新製品・新商品・新サービス及び新技術等の研究開発
（5）事業転換又は新分野進出等（現市場の拡大又は新市場への進出を含む｡)

（6）事業買収等の事業承継

２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、この要綱に基づく補助金を利用することができない。

（1）既存の債務の償還に充てることを目的に対象保証を利用する者

（2）設備投資については、建築工事又は設備設置がすでに完了している者

（3）県税を滞納している者

（4）その他公益財団法人にいがた産業創造機構理事長（以下「理事長」という。）が適当でないと認めた者

（補助金の対象及び額）

第３条　補助金の対象は、対象保証に係る信用保証料（以下「対象保証料」という｡)とし、補助金の額は、対象保証料の２分の１以内とする。

２　第１項の規定にかかわらず、補助金の対象となる社債発行額は一企業につき、発行価額の累計で５億6,000万円（保証限度額４億5,000万円）までとする。

（交付申請等）

第４条　補助金の交付を受けようとする者は、保証協会に対する保証委託申込時に保証料補助認定申請書（様式１）（以下「申請書」という｡）を理事長へ提出しなければならない。

２　前項の規定による申請は、取扱金融機関及び保証協会を経由して行わなければならない。

３　前項に規定する取扱金融機関は、新潟県中小企業向け制度融資取扱金融機関で、かつ保証協会と対象保証に係る覚書を締結している金融機関とする。

（補助金の交付等）

第５条　理事長は、第４条の規定による申請があった場合は、申請書の内容を審査し、適当と認めたときは、交付決定を行い、補助金交付決定通知書（様式２）（以下「交付決定通知書」という｡）により申請者に通知する。

２　理事長は、前項の交付決定通知書を保証協会及び取扱金融機関を経由して申請者に送付するものとする。

３　保証協会は、交付決定を受けた者に対して補助額を差し引いた額の保証料を徴収することとし、徴収後、ＮＩＣＯに対し別途締結した契約に基づき補給保証料請求書（様式３）（以下「請求書」という｡）により請求するものとする。

４　理事長は前項の請求を受け、別途締結した契約に基づき交付決定額を保証協会に対して交付するものとする。

５　前項の保証協会に対する補給保証料の交付をもって、申請者への補助金交付とする。

（交付決定の取消等）

第６条　理事長は、補助金の交付決定を受けた者が次の各号に該当するときは、補助金の交付決定の全部もしくは一部を取消すことができる。

（1）偽り、その他不正な手段により補助金の交付の決定を受けたとき。

（2）この要綱の規定に違反したとき。

（3）その他理事長が不適当と認めたとき。

２　理事長は、前項に規定する補助金の交付決定の取消しを行った場合には、その旨を補助金交付決定取消通知書（以下、「取消通知書」という｡）（様式４）により当該補助金の交付決定を受けた者に通知するものとする。

３　理事長は前項の通知を行う場合は、その写しを保証協会へ送付するものとする。

（補助金の返還）

第７条　理事長は、第６条第１項の規定により、補助金の交付決定の取消しをした場合において、当該取消しに係る部分に関し、すでに補助金が交付されているときは当該決定の翌日から15日以内の期限を定めて、補助金の交付を受けた者に対しその返還を命ずるものとする。
２　理事長は、やむを得ない事情があると認めたときは、前項の期限を延長することができる。

（延滞金）
第８条　第７条第１項の規定により補助金の返還を命じられ、これを期限までに納付しなかったときは、納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該未納付額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、当該納付金額を控除した額）に年10.75パーセントの割合を乗じて計算した延滞金をＮＩＣＯに納付しなければならない。
（補則）

第９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は理事長が定める。

附　則

　この要綱は、平成21年11月４日から施行する。

附　則
この要綱は、平成25年４月１日から施行する。

附　則

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。

附　則
この要綱は、平成29年４月１日から施行する。
